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平成 29年１月 18日 

各 位 

会 社 名  株式会社ユー・エス・エス 

代表者名  代表取締役社長  安 藤 之 弘 

（コード番号 4732 東証・名証第１部） 

問合せ先  取締役副社長統括本部長 山 中 雅 文 

（TEL. 052－689－1129） 

 

株式会社ジェイ・エー・エーの株式の取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、平成 29 年１月 18 日開催の取締役会において、以下のとおり、株式会社ジェイ・エ

ー・エーの株式を取得し、子会社化することについて決議いたしましたので、お知らせいたし

ます。 

記 

１．株式取得の理由 

 当社は、株式会社ジェイ・エー・エーの子会社化により、一層の経営合理化を図ることで、

中古車オークションに更なる付加的機能を提供し、もって中古車オークションへの車両の出品

及びオークションへの参加、落札を促進し、中古車流通の更なる活性化を図ることを目的とし

て、公正取引委員会より「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」（昭和 22 年法律

第 54 号）に基づく排除措置命令を行わない旨の通知がなされることを条件として、株式会社ジ

ェイ・エー・エーの総議決権の 66.04％の株式を取得することといたしました。 

 

２．異動する子会社（株式会社ジェイ・エー・エー）の概要 

（1） 名 称 株式会社ジェイ・エー・エー 

（2） 所 在 地 東京都江戸川区臨海町三丁目２番１号 

（3） 代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長兼最高経営責任者（CEO） 田畑 利彦 

（4） 事 業 内 容 中古車オークションおよびそれに付帯する事業 

（5） 資 本 金 100百万円 

（6） 設 立 年 月 日 平成 21年５月 14日 

（7） 
上 場 会 社 と 当 該 会 社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 
当社と当該会社の間に記載すべき資本関係は

ありません。 

人 的 関 係 
当社と当該会社の間に記載すべき人的関係は

ありません。 

取 引 関 係 

当社は、当該会社との間で、当該会社が開催

する中古車オークションを当社が衛星ＴＶに

より中継する業務提携契約を締結しておりま

す。 
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（8） 当該会社の最近３年間の連結経営成績および連結財政状態 

決算期 平成 26年３月期 平成 27年３月期 平成 28年３月期 

 連 結 純 資 産 5,147百万円 7,539百万円 10,716百万円 

 連 結 総 資 産 17,946百万円 19,987百万円 25,763百万円 

 １株当たり連結純資産 3,224,998円 4,723,760円 6,714,743円 

 連 結 売 上 高 9,367百万円 9,271百万円 9,615百万円 

 連 結 営 業 利 益 4,155百万円 3,935百万円 3,923百万円 

 連 結 経 常 利 益 4,089百万円 3,942百万円 3,985百万円 

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
2,325百万円 2,391百万円 2,548百万円 

 １株当たり連結当期純利益 1,456,947円 1,498,739円 1,596,502円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 －円 －円 －円 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（1） 氏 名 
株式取得の相手先との守秘義務に基づき非開示といたしま

す。 

（2） 住 所 
株式取得の相手先との守秘義務に基づき非開示といたしま

す。 

（3） 
上 場 会 社 と 

当 該 個 人 の 関 係 
該当事項はありません。 

 

４．取得株式数、取得価額および取得前後の所有株式の状況 

（1） 異動前の所有株式数 0株 

（2） 取 得 株 式 数 
1,054株 

（議決権の数：1,054個） 

（3） 取 得 価 額 

株式取得の相手先との守秘義務に基づき非開示といたしま

す。なお、取得価額につきましては、外部の専門家による株

価算定に基づき、また、外部の弁護士および公認会計士によ

る法務・財務に関する調査の結果等を合理的に勘案の上、当

事者間の協議を経て、決定しております。 

（4） 異動後の所有株式数 

1,054株 

（議決権の数：1,054個） 

（議決権所有割合：66.04％） 

 

５．日 程 

（1） 取締役会決議日 平成 29年１月 18日 

（2） 契約締結日 平成 29年１月 18日 

（3） 株式譲渡実行日 当社と株式取得の相手先との間で別途合意する日 



 

3 

 

６．今後の見通し 

本件は、公正取引委員会による審査の結果として、「私的独占の禁止及び公正取引の確保に

関する法律」（昭和 22 年法律第 54 号）に基づく排除措置命令を行わない旨の通知がなされる

ことを前提としております。 

本件が平成 29 年３月期の当社連結業績に与える影響は現時点では軽微であると考えておりま

すが、来期以降の当社連結業績向上に資するものと考えております。なお、今後、公表すべき

事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

以 上 

 

（参考）当期連結業績予想および前期連結実績 

 連結売上高 連結営業利益 連結経常利益 
親会社株主に帰属 

する当期純利益 

当期連結業績予想 

（平成 29年３月期） 
66,800百万円 31,700百万円 32,300百万円 22,200百万円 

前期連結実績 

（平成 28年３月期） 
68,607百万円 34,491百万円 35,218百万円 22,477百万円 

 


